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※本内容は、令和８年７月１０日時点のもので、今後も随時更新を予定して
います。 

※前回からの変更項目は、目次をご覧ください。 
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制度の名称 災害総合相談窓口・申請窓口 

支援の種類 サービス等 

制度の内容 

被災に関する各種相談、問い合わせ等を受付し、各種被災者支援制度のご紹介

や関係する窓口への案内、申請手続きなどをワンストップで行います。 

窓口での相談のほか、電話でも相談を受け付けます。 

 

＜開設場所・時間＞ 

八代市役所本庁舎２階 市民相談室内 

 住所：八代市松江城町１－２５  

 開設時間：平日（月～金） ９：００～１７：００ 

 ℡：３３－４４５２ 

 

活用できる方 令和７年８月大雨で被災された方 

注意事項  外国語（２２言語）での相談も可能です。詳しくは国際課まで。 

お問合わせ先 

災害総合相談窓口（本庁舎２階市民相談室）  

℡：３３－４４５２ 

 外国語での相談（本庁舎３階国際課） 

  ℡：３３－６８４６ 

  

 被災者対応 
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制度の名称 災害ボランティアの派遣依頼 

支援の種類 災害ボランティア（八代市社会福祉協議会） 

制度の内容 

被災された方々の支援のため、ボランティアのご協力により、順次、家屋の

片づけ・清掃などの支援活動を行っています。 

 

災害ボランティアセンターホームページ → 

 

 

＜災害ボランティア派遣を希望される方＞ 

〇支援内容：家屋内外の片づけ、清掃、家具等の運搬補助等 

※専門的な技術を要することや危険を伴う活動などの要望にお応えできな

い場合があることをご了承ください。 

※派遣のご依頼は、下記のお問合わせ先にてお申込みください。 

 

活用できる方 
 被災されボランティアによる住居のあと片付けや汚泥の除去などを 

希望される方 

注意事項  ― 

お問合わせ先 

ボランティア派遣を希望される方 

 八代市社会福祉協議会ボランティアセンター 

℡：62-8228 

受付時間：月～金（祝日除く） 8：30～17：15 
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制度の名称 り災・被災証明書の再発行 

支援の種類  証明書 

制度の内容 

令和７年８月大雨により被害を受けられた方への「り災証明書」と「被災証明書」

の新規発行は終了いたしました。 

り災・被災証明の再発行は、しばらく継続いたします。 

 

＜申請場所＞ 

市民税課（本庁舎 2 階）、各支所地域振興課 

＜申請時間＞ 

８時３０分～１７時１５分 

＜申請に必要なもの＞  

（り災・被災証明書の再発行）  

・り災証明申請書 ※市ホームページで取得できます。 

・申請者の本人確認書類 

活用できる方 令和７年８月大雨による、り災証明書・被災証明書の再発行を希望される方 

注意事項 
窓口申請は代理人でもできますが、免許証などで窓口に来られた方の本人確認を

します。 

お問合わせ先 市民税課（本庁舎２階） ℡：33-4107 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 公的書類の発行等 
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制度の名称 マイナンバーカード等の再交付手数料の免除 

支援の種類 免除 

制度の内容 

豪雨災害の影響によりマイナンバーカードを紛失等した場合は、無料でカード

の再交付の申請を行うことができます。 

 

【申請場所】 

 市民課（本庁舎１階）、各支所地域振興課、日奈久出張所 

 

【対象のお手続き】 

 マイナンバーカード及び電子証明書の再交付手続き  

活用できる方 
令和７年８月１０日以前に、マイナンバーカードを受け取られている方で、

り災証明書又は被災証明書の交付を受けられた方 

注意事項  ― 

お問合わせ先 市民課（本庁舎１階） ℡：33-4110 
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制度の名称 住民票等の交付手数料の免除 

支援の種類 免除 

制度の内容 

令和７年８月大雨災害により被害を受けられた方を対象に、次のとおり証明書

等の交付手数料を免除します。 

 

【対象となるお手続き】 

 (1)印鑑登録証（証明書交付カード）の再交付 

 (2)印鑑登録証明書の交付 

 (3)住民票の写しの交付 

 

【申請場所】 

 市民課（本庁舎 1 階）、各支所地域振興課、日奈久出張所、龍峯出張所 

  ※龍峯出張所では、印鑑登録証（証明書交付カード）の再交付手続きは 

行っておりません。 

 

【手続き方法】 

 窓口で請求される際、以下の書類を提示してください。 

 (1)り災証明書又は被災証明書 

 (2)本人確認ができるもの 

 (3)大雨災害に関連する手続きとして、公的機関等に提出することが確認でき

る書類 

活用できる方 

(1) 令和７年８月１０日以前に印鑑登録証（証明書交付カードを含む。）の 

交付を受けられた方で、大雨災害により紛失等をされた方 

(2) 大雨災害に関連し、公的機関（国又は地方公共団体）への手続き、損害 

保険の請求等に証明書を使用される方 

注意事項 

 ・印鑑登録証（証明書交付カード）の再交付では、登録する印鑑をお

持ちください。また、再交付には数日要する場合があります。 

 ・代理人が来られる場合は、委任状が必要となります。 

 ・コンビニ交付サービスでは、交付手数料は免除されません。 

お問合わせ先 市民課（本庁舎１階） ℡：33-4110 
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制度の名称 税証明書の手数料の免除 

支援の種類 免除 

制度の内容 

り災証明書の交付を受けられた方で、災害に関連し、公的機関（国または地方

公共団体）の手続きに使用される場合には、以下の証明書の交付手数料を免除

します。 

 

【対象となる税証明書】 

・所得課税証明書 

・資産証明書 

・納税証明書 

 

【証明書の交付窓口】 

・証明書発行窓口（本庁舎１階） 

・市民税課（本庁舎２階） 

・各支所地域振興課 

・日奈久出張所 

用できる方 り災証明書の交付を受けられた方 

注意事項 

・手数料の免除申請には、り災証明書と公的機関に提出することがわかる書類 

の提示が必要です。 

・資産証明書については本人以外の方、所得課税証明書・納税証明書について

は、同一世帯以外の方が来所される場合は、委任状が必要になります。 

・コンビニ交付サービスでは、交付手数料は免除されません。 

お問合わせ先 市民税課（本庁舎２階） ℡：33-4107 
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制度の名称 被災者生活再建支援制度 

支援の種類  給付 

制度の内容 

令和７年８月大雨により居住する住宅が全壊するなど、生活基盤に著しい被害

を受けた世帯に対して支援金を支給します。支給額は、下記の２つの支援金の合

計額になります。 

＜支援金の支給額＞             

 

※（ ）は単身世帯の金額になります。 

 

＜申請書類＞ 

基礎支援金：り災証明書、住民票（世帯全員・続柄記載）など 

加算支援金：契約書（建設・購入、補修、賃借の契約書）など 

※いずれも通帳の写し（口座がわかるもの）が必要になります。 

※その他、申請書等の必要書類は個別にご案内します。 

＜申請期間＞ 

基礎支援金：災害発生日から１３ヵ月以内 

加算支援金：災害発生日から３７ヵ月以内 

 

 

（次ページへ続く） 

区分 基礎支援金 合計

200万円 300万円
（150万円） （225万円）

100万円 200万円
（75万円） （150万円）

50万円 150万円
（37.5万円） （112.5万円）

200万円 250万円
（150万円） （187.5万円）

100万円 150万円
（75万円） （112.5万円）

50万円 100万円
（37.5万円） （75万円）

100万円 100万円
（75万円） （75万円）

50万円 50万円
（37.5万円） （37.5万円）

25万円 25万円
（18.75万円） （18.75万円）

中規模半壊 ―

建設・購入

補修

賃借

大規模半壊
50万円

（37.5万円）

建設・購入

補修

賃借

全壊
解体
長期避難

加算支援金

建設・購入

補修

賃借

100万円
（75万円）

 経済・生活面の支援 
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活用できる方 

①居住する住宅が全壊した世帯（全壊世帯） 

②居住する住宅が半壊し、又は敷地に被害が生じ、住宅の倒壊による危険を防止

するため必要があること。住宅に居住するために必要な補修費等が著しく高額

となること。その他これらに準ずるやむを得ない事由により、住宅を解体し、

又は住宅が解体された世帯（半壊解体世帯、敷地被害解体世帯） 

③土石流等による被害が発生する危険な状況が継続すること。その他の事由によ

り、居住する住宅が居住不能のものとなり、かつ、その状態が長期にわたり継

続することが見込まれる世帯（長期避難世帯） 

④居住する住宅が半壊し、構造耐力上主要な部分の補修を含む大規模な補修を行

わなければ当該住宅に居住することが困難であると認められる世帯（大規模半

壊世帯） 

⑤居住する住宅が半壊し、居室の壁、床又は天井のいずれかの室内に面する部分

の過半の補修を含む相当規模の補修を行わなければ当該住宅に居住すること

が困難であると認められる世帯（中規模半壊世帯） 

注意事項 

 ・被災時に現に居住していた世帯が対象となります。 

 ・空き家、別荘、他人に貸している物件などは対象になりません。 

 ・この支援金は、被災時の世帯に対して支給されるものです。 

お問合わせ先  生活援護課（本庁舎２階） ℡：33-8722 
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制度の名称 後期高齢者医療保険料の減免 

支援の種類 減免 

制度の内容 

 令和７年８月大雨により被害を受け、下記の基準に該当される後期高齢者医

療制度の被保険者は、令和７年８月分から令和８年７月分までの１年（12 か

月）分の後期高齢者医療保険料の減免措置を受けることができます。保険料が

減免される割合は、以下のとおりです。 

 

＜減免の基準・内容＞ 

令和６年中の 

総所得金額 

被害区分・損害の程度 

全壊（流出を含む）・全焼 

大規模半壊・中規模半壊・

半壊・床上浸水（準半壊を

含む）・半焼 

10 分の５以上 
10 分の３以上 

10 分の５未満 

500 万円以下 全部 ２分の１ 

750 万円以下 ２分の１ ４分の１ 

1,000 万円以下 ４分の１ ８分の１ 

※損害の程度・・・り災証明書の被害程度、住宅、家財又はその他の財産の 

         損害額により判定 

＜申請書類＞ 減免申請書、資産価値の分かるもの、り災証明書（コピー可）、損害

補填額の分かるもの（コピー可）又は申立書（損害補填額がない場

合）、確定申告書又は前年中の所得がわかる書類（コピー可） 

 

＜申請期限＞ 

令和８年８月１０日（月） 

 

＜受付場所＞ 

本庁舎１階：国保ねんきん課、介護保険課 

本庁舎２階：市民税課、資産税課 

各支所地域振興課、日奈久出張所、龍峯出張所 

 

活用できる方 
令和７年８月大雨により、居住する住宅又は家財に被害を受けた後期高齢者

医療制度の被保険者 

注意事項 ― 

お問合わせ先 
国保ねんきん課（本庁舎１階） ℡：33-4４９０ 

熊本県後期高齢者医療広域連合 ℡：096-368-6511 

 

 税金・保険料等の減免措置等 
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制度の名称 国民年金保険料の免除 

支援の種類  免除 

制度の内容 

住宅、家財、その他の財産のうち、被害金額がおおむね２分の１以上の損害

を受けた場合、ご本人からの申請に基づき、国民年金保険料が免除されます。 

 

※免除となる対象者の範囲の詳細や申請手続きについては、国保ねんきん課 

（本庁舎 1 階）、または八代年金事務所へお問い合わせください。 

活用できる方  国民年金第１号被保険者で上記に該当する方 

お問合わせ先 
 国保ねんきん課（本庁舎１階） ℡：33-4105 

八代年金事務所 ℡：35-6123 
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制度の名称 ＮＨＫ受信料の免除 

支援の種類 免除 

制度の内容 

災害救助法が適用された区域内において、次のとおり放送受信料が免除され

ます。  

 

＜災害救助法が適用されている区域＞ 

八代市全域 

 

＜免除の対象＞ 

半壊又は床上浸水以上の程度の被害を受けた建物の放送受信契約 

 

＜免除期間＞ 

令和７年８月から令和７年９月まで（２か月間） 

 

＜申請の手続き＞ 

・り災証明書の写し 

・放送受信料免除申請書  

※NHK のホームページに掲載 

https://www.nhk-cs.jp/contract/exemption/menjo-info/saigai-

menjo-shinsei/ 

 

＜申請書類のお送り先＞ 

〒８６０－８６０２ 熊本市中央区花畑町５－１ 

ＮＨＫ熊本放送局 経営管理企画センター 宛 

 

活用できる方 放送受信契約をされている上記の対象に該当する方 

注意事項 

・放送受信契約をされている方からの届けにより、免除対象となる方

を確定します。  

・免除が適用される期間の放送受信料について、前払い等により、すで

に支払いをされている場合は、支払い済み分を免除期間終了後の請求

分に充当します。 

お問合わせ先 
  NHK ふれあいセンター ℡：0570-077-077 

９：00～18：00 ※土・日・祝日も受付 

 公共料金の減免措置等 

https://www.nhk-cs.jp/contract/exemption/menjo-info/saigai-menjo-shinsei/
https://www.nhk-cs.jp/contract/exemption/menjo-info/saigai-menjo-shinsei/
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制度の名称 
応急住宅入居者の住まいの再建に係る入居及び転居費用の助成 

支援の種類 助成 

制度の内容 

住居が被害を受けたことにより、応急的な住まい等で居住を余儀なくさ

れた世帯が、民間賃貸住宅や公営住宅に入居する場合の入居や転居費用、

また自宅再建による転居費用を助成します。 

 

【応急住宅から民間賃貸住宅へ入居される世帯】 

 ・入居費用助成（礼金や仲介手数料など初期費用）  一律 ２０万円 

 ・転居費用助成（引っ越しに係る費用）      一律 １０万円 

   ※同時に申請が可能です。 

【応急住宅から公営住宅へ入居される世帯】 

 ・入居費用助成（エアコンやガスコンロなどの初期整備費用） 一律 １０万円 

 ・転居費用助成（引っ越しに係る費用）       一律 １０万円 

   ※同時に申請が可能です。 

【応急住宅から自宅等へ帰られる世帯】 

 ・転居費用助成（引っ越しに係る費用）        一律 １０万円 

  ※住宅の応急修理制度を利用されている場合は、助成の対象外となります。 

活用できる方 

 ○応急住宅に入居されている世帯 

 ○上記以外の方で下記に該当する世帯は、助成ができる場合がありま

す。ご相談ください。 

  ・り災証明書で全壊又は大規模半壊の判定を受けた世帯 

  ・り災証明書で半壊の判定を受け、その住宅を解体した世帯 

  ・他の制度の利用状況によっては、助成の対象外となる場合が   

ありますので、事前にご相談ください。 

注意事項 
 ・入居、転居は熊本県内に限ります。 

 ・助成は、1 世帯につき 1 回限りです。 

お問合わせ先 健康福祉政策課（本庁舎２階） ℡：33-4003 

 

 

 

 

 

 住まいの確保 
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制度の名称 令和７年８月大雨畳替助成事業 

支援の種類 助成 

制度の内容 

令和７年８月大雨でり災した方が居住している住宅において、八代市産の畳

表を使用した畳替（新調）に対して、補助をします。 

＜補助率＞ 

９割以内（上限：13,000 円/１畳、6,500 円／半畳）※千円未満切り捨て 

 ※消費税は対象となりません。 

  ※枚数の上限はありません。 

  ※被災後に助成券（１畳 1,000 円助成）を使用された方は、補助金額が変

わります。 

※畳店等に支払う前に補助金を受け取ることもできます。詳しくは申請の

際に農業振興課へお尋ねください。 

＜対象期間＞ 

令和７年８月１１日（月）～令和 9 年３月３１日（水） 

＜対象者＞ 

床上浸水等により、畳の被害を受けた市民。 

＜申請に必要な書類＞ 

・ り災証明書 

※木造及びプレハブ住宅は、「準半壊」 

※非木造住宅は、「一部損壊」以上。床上浸水していることが分かる資料

も併せて提出ください。 

・ 畳の枚数や単価が記載された書類（見積書など） 

※すでに張替えを行った方は、以下の書類も必要となります。 

・ 領収書（支払いがお済の場合）または請求書 

・ 畳仕様書（QR コード付きタグが貼り付けてあるもの。購入先の畳店等

からもらって下さい。） 

・ 畳の新調の状況が判る写真 

・ 振込先の口座番号がわかるもの（通帳又はキャッシュカード） 

※ その他必要に応じて書類の提出を求めることがあります。 

＜申請場所＞ 

 農業振興課 又は 各支所産業建設課 

活用できる方 

・八代市内にお住いの方で、床上浸水の被害を受け、災害対策基本法に基づく

「り災証明書」が発行されており、以下のいずれかを満たすこと。 

（１） 木造及びプレハブ住宅 

準半壊以上の被害判定を受けていること。 

（２） 非木造住宅 

一部損壊以上の被害判定を受けており、床上浸水していることが

分かる資料を提出できること。 

注意事項 

・八代市産の畳表を使用すること（QR コードタグを添付）。 

・市税の滞納がないこと。 

・災害救助法に基づく救助（住宅の応急修理）にて、畳が対象となっていない

もの。 

お問合わせ先 農業振興課（本庁舎４階） ℡：33-8751 

 

熊本県産畳表ﾏｽｺｯﾄｷｬﾗｸﾀｰ 

畳
たたみ

童
わら

子
し

の「たぁみ」 
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制度の名称 八代市土砂災害危険住宅移転促進事業 

支援の種類 補助（遡及適用） 

制度の内容 

土砂災害特別警戒区域（レッドゾーン）内に居住する方々の安全な区域への住宅

移転を促進します。 

 

【交付要件】 

●現在お住いの住宅の除去 

●県内の安全な区域（レッドゾーン・イエローゾーン外）への移転 

●除却を行った跡地に住居を建築しないこと 

 

【補助内容】 

●現在お住いの住宅の除却費等 

●移転先住宅の建設・購入費、リフォーム費 

●移転経費（動産移転費用等） 

●アパート等の賃貸費（１年間） 

※移転先の例 

 新築（中古）住宅、親族宅、マンション・賃貸アパート、 

サービス付き高齢者向け住宅など 

 

【移転費用】 

●最高３００万円 

 

活用できる方 

●レッドゾーン内にある住宅（賃貸住宅を除く）に現在お住まいの方 

●令和７年８月１０日からの大雨の被災者については、交付決定の前に行われた 

事業に要した経費についても、写真や書類等による確認ができる場合は、遡及

（さかのぼって）適用し、交付の対象とします 

注意事項 
●遡及（さかのぼって）適用を希望される方につきましては、り災証明書の確認 

を行います 

お問合わせ先 土木課（本庁舎５階）  ℡：33-4121 
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制度の名称 合併処理浄化槽の補助 

支援の種類 助成 

制度の内容 

令和７年８月大雨により合併処理浄化槽の更新や改築（機器修理）が必要と

なる個人住宅を対象として、合併処理浄化槽の補助事業を拡充します。 

 従来から補助制度のある単独浄化槽や汲み取り便所から合併処理浄化槽への

更新に加えて、下記の項目について補助事業の拡充を行います。 

＜補助内容＞ 

（１）被災した合併処理浄化槽の更新（個人住宅に限る） 

 ・家屋の新築・建替に伴う合併処理浄化槽の設置費用の一部を補助 

 ・故障した合併処理浄化槽の更新（入れ替え）費用の一部を補助 

人槽区分 補助限度額 

５人槽 332,000 円 

６～７人槽 414,000 円 

８～１０人槽 548,000 円 

  ※坂本町管内の個人住宅への設置又は更新の場合、上記浄化槽設置補助金

額に 1 人槽につき 30,000 円を加算した額とします。 

  ※予算の上限に達した場合は、申請書の受付を終了します。 

（２）被災した合併処理浄化槽の改築（機器修理）（個人住宅に限る） 

  故障した合併処理浄化槽の改築（機器修理）費用を補助 

  （例：ブロワーの交換など） 

補助額 

国に事前協議をして承認を得た額 

※環境大臣の承認を要することから、改築(機器修理)は着工の 30 日

前までに申請をお願いします。 

 

活用できる方 
下水道処理区域（予定区域を含む）、東陽町、泉町を除く市内全域において、 

令和７年８月大雨により浄化槽が損傷した方 

注意事項 

・申請前に（１）の工事を開始された場合は、補助を受けられませんの

でご注意ください。 

・事前に点検業者に 既存浄化槽の点検を受けたうえで検討をお願い

します。 

・申請される方は、浄化槽設備士のいる設備業者にご相談ください。 

お問合わせ先 下水道総務課 ℡：3３-4147 
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制度の名称 八代市中小企業信用保証料補給事業（災害対応分） 

支援の種類 補助 

制度の内容 

令和 7 年 8 月大雨で被災した事業者に対し、事業再建を支援するため、金融 

機関からの借入に必要な信用保証料の全額を補助します。 

 

＜対象融資＞ 

① 小口資金融資 

② 中小企業経営安定特別融資 

③ 創業支援融資 

 

＜補給内容＞  

信用保証料の全額を補給 

 

活用できる方 令和７年８月大雨により被害を受けた市内中小企業者 

注意事項 － 

お問合わせ先  商工政策課（本庁舎４階） ℡：33-8513 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 事業経営・農林漁業への支援 
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制度の名称 日本政策金融公庫による「災害復旧貸付」  

支援の種類 貸付・融資 

制度の内容 

地震、台風、豪雪や大規模な火災などの災害を受けた中小企業者の事業の復

旧を促進し、被災地域の復興を支援するため、日本政策金融公庫が「災害復旧

貸付」を実施します。 

 

＜制度内容＞ 

 国民生活事業 中小企業事業 

融資限度額 ３千万円（※１） １億５千万円（別枠） 

融資期間 

（うち措置期間） 

１０年以内（※２） 

（２年以内） 

金利（※３） 1.90％ 1.95％ 

（※１）国民生活事業の融資限度額は、各融資制度に上乗せされる金額です。 

（※２）国民生活事業においては、一般貸付を適用した場合の融資期間（うち

措置期間）です。中小企業事業の設備資金においては、融資期間 15 年以内（う

ち措置期間 2 年以内） 

（※３）いずれも令和７年 8 月１日現在、貸付期間５年の場合 

活用できる方 災害により被害のあった中小企業・小規模事業者 

注意事項 － 

お問合わせ先  日本政策金融公庫 八代支店 ℡：32-5195 
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制度の名称 中小企業基盤整備機構による「小規模企業共済災害時貸付」 

支援の種類 貸付・融資 

制度の内容 

（１）貸付限度額：原則として納付済掛金の合計額に掛金納付月数に応じて７割

～９割を乗じて得た額（５０万円以上で５万円の倍数となる額）と  

１，０００万円のいずれか少ない額 

（２）貸付利率：年０．９％（令和６年１月４日現在） 

（３）貸付期間：貸付金額５００万円以下 ３６ヵ月 

５０５万円以上 ６０ヵ月 

（４）償還方法：６ヵ月ごとの元金均等割賦償還 

（５）担保、保証人：不要 

（６）借入窓口：商工組合中央金庫本・支店  

活用できる方 

小規模企業共済制度へ加入後、貸付資格判定時（４月末日及び１０月末日）ま

でに、１２カ月以上の掛金を納付している共済契約者（ただし、貸付限度額が５

０万円以上）であって、災害救助法の適用される災害の被災区域内に事業所（※

１）を有し、かつ、当該災 害の影響により次の（１）又は（２）の要件に該当し、

その旨の証明を商工会、商工会議所、中小企業団体中央会その他相当の団体から

受けていること。  

（１） 被災区域内にある事業所又はその契約者事業の主要な資産（※１） 

について全壊、 流失、半壊、床上浸水その他これらに準じる損害を受

けていること。 

（２） 当該災害の影響を受けた後、原則として１月間の売上高（※１）が 

前年同月に比して減少することが見込まれること。 

（※１） 共済契約者が共同経営者の場合はその共同経営者の個人事業主の 

事業に関するもの、共済契約者が会社等の役員の場合はその会社 

等の事業に関するものとなります。 

注意事項 

以下が整っていれば、原則、即日貸付が可能です。（※２） 

（１）被災したことを証明する証明書 

（２）独立行政法人中小企業基盤整備機構からの通知物（共済契約者の氏名及び

契約者番号が分小規模企業共済災害時貸付の概要かるもの） 

（３）貸付契約に必要な実印、印鑑証明（３ヵ月以内発行の原本） 

（４）本人確認書類（運転免許証、マイナンバーカード、健康保険証等） 

（５）収入印紙 

（※２）借入窓口を商工中金以外に登録している場合には、借入窓口を商工中金

に変更する手続きが必要になるため、即日貸付はできません。 

お問合わせ先 中小企業基盤整備機構共済相談室 ℡：050-5541-7171 
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制度の名称 緊急時短期資金保証制度 

支援の種類 貸付・融資 

制度の内容 

〈限度額〉 

① 普通保証制度 2 億８，０００万円以内 

② 小口零細企業保証制度 ２，０００万円以内 

〈資金使途〉 

 事業資金（運転資金に限る） 

〈期間〉 

 ６か月以内 

〈保証料率〉 

① 普通保証制度の基準料率は、年 0.45％～年 1.90％ 

② 小口零細企業保証制度の基準料率は、年 0.50％～年 2.20％ 

〈融資利率〉 

 金融機関所定利率 

〈返済方法〉 

 一括返済。ただし、保証期限到来後、一括返済できない場合は長期資金にて 

借換可能 

〈担保〉 

 原則として不要 

〈保証人〉 

 原則として、法人代表者以外の連帯保証人は不要 

活用できる方 令和７年８月１０日からの大雨により影響を受けた中小・小規模企業者 

注意事項 １事業者１口限りとする 

お問合わせ先 熊本県信用保証協会 保証部保証事務課 ℡：096-375-2000 
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制度の名称 金融円滑化特別資金（令和７年８月大雨枠） 

支援の種類 貸付・融資 

制度の内容 

〈限度額〉 

 1 企業 8,000 万円 

 1 組合 1 億円 

〈期間〉 

 1 年以上 10 年以内 

 据え置き期間 2 年以内 

〈保証料〉 

 保証料は県が全額負担します。 

〈融資利率〉 

 2 年以内 固定 年 1.50％以内 

 3 年以内 固定 年 1.70％以内 

 5 年以内 固定 年 1.85％以内 

 7 年以内 固定 年 2.00％以内 

7 年超   固定  年 2.20％以内 

〈担保〉 

必要に応じて徴求 

〈保証人〉 

原則として法人代表者以外の連帯保証人は不要 

活用できる方 

次の（１）又は（２）に該当する方 

（１） 令和 7 年 8 月大雨による被害の影響を受けた中小企業者で、市町村長の 

発行する、り災証明書又は被災証明書を有している方 

（２） 次の➀又は②のいずれかに該当する方 

① 令和 7 年 8 月大雨の影響を受け、申込日から 1 年以内の連続する 3 か

月間の平均売上高、平均売上総利益率又は平均営業利益率（以下「平均売

上高等」という。）が、前年同期の平均売上高等に比して減少している方 

② 令和 7 年 8 月大雨の影響を受け、今後 3 か月間の平均売上高等が前年同

期の平均売上高等に比して減少する見込みの方 

注意事項 

活用できる方（２）の申し込みにあたっては、「平均売上高等減少理由書」に、 

令和 7 年 8 月大雨の影響で平均売上高等が減少している又は減少する見込み

であることについての記載が必要です。 

お問合わせ先 熊本県 商工振興金融課 ℡：096-333-2314 
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制度の名称 令和７年８月豪雨に係る被災中小企業者再建支援補助金【更新】 

支援の種類 補助 

制度の内容 

令和 7 年 8 月豪雨で被災した中小企業者を対象に、被害を受けた施設・

設備の復旧を支援する制度です。 

 

≪申請期間≫令和８年１月２６日（月）～令和８年１１月３０日（月） 

≪補助対象経費≫被災した事業用の施設及び設備の復旧に要する費用 

※発災日（令和 7 年 8 月 10 日）以降であれば交付決定の前に復旧した

経費も対象となります。 

※保険金や共済金等の受取がある場合、復旧に要する費用から保険金等

を控除した金額が補助対象経費となります。 

≪補助金額≫：補助対象経費×3/4（補助上限額：1 事業者につき３億円） 

※千円未満切り捨て 

補助対象経費の範囲や申請書類など詳細は、下記にお問い合わせくださ

い。 

活用できる方 

熊本県内に事業所を有する中小企業者（※） 

※中小企業支援法第２条に規定する事業者、商工会・商工会議所等の商工

団体 

注意事項 

・被災したことの証明（市町村が発行する被災証明書等）が必要です。 

・原則、施設は登記、設備は資産計上されているものに限ります。 

・補助対象者の要件（実績報告書の審査時に確認） 

① BCP（事業継続計画）を策定すること 

② 付保割合 30％以上の「自然災害（風水害を含む）による損害保険等」

に加入すること（小規模事業者は加入推奨） 

お問合わせ先 

≪申請書類提出先・お問い合わせ先≫ 

 被災中小企業者補助金受付センター 096-237-7680 

 熊本市中央区神水１丁目３－１ ヨネザワ熊本県庁前ビル３階 

 

≪申請書の作成等を支援します≫ 

八代商工会議所 0965-32-6191 八代市松江城町６−６ 

八代市商工会（本所） 0965-52-8111 八代市鏡町内田４６０−３ 
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制度の名称 令和７年８月大雨被害対策資金 

支援の種類 貸付・融資 

制度の内容 

 

＜使 途＞ 運転資金 

＜限 度 額＞ １，０００万円 

※県・市・融資機関が５年間利子補給 

＜償還期間＞ １０年以内（措置期間３年以内） 

＜保 証 料＞ 融資機関、保証機関等に相談 

       ※保証料助成はなし 

＜貸付要件＞ ①り災証明書 

②収入保険等への加入（又は加入誓約） 

 

活用できる方 

令和７年８月大雨で被災した農業者で下記に該当する方 

農業所得が総所得（法人にあっては、当該法人の農業に係る売上高 

が総売上高）の 過半を占めている、又は農業粗収益が 200 万円以上 

（法人にあっては売上高 １，０００万円以上）である農業者 

注意事項 ― 

お問合わせ先 農林水産政策課（本庁舎４階） ℡：33-4117 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


